
江森　美佐雄 議員
行財政運営（教育含む）について
住民の利便性向上を図り、オンラインにおける様々な
問題に対応しながら、行財政改革の推進に努めていく

　デジタル化、" 金儲け " 施
策と事業の選別で安定した財
政運営を！

問　庁内業務のデジタル化の
現状は
まちづくり戦略課長 　自治体の
クラウド化や他自治体との共
同利用でのシステム構築など
にいち早く取り組むとともに今
後のオンラインの根幹となる
マイナンバーカードの取得率
の向上に努めてきました。ま
た、今年４月からまちづくり戦
略課の広報戦略グループをデ
ジタル化担当と位置づけ、組
織強化を図りました。今年度は
行政手続のオンライン申請に
向けて押印省略など町民の皆
様の利便性向上のための作業
を進めています。さらには税な
どの納付に対しクレジット収納

やスマホによるキャッシュレス
決済の導入なども検討中です。
　
問　コロナ禍での小中学校の
デジタル化は
教育次長 　国の方針に沿っ
て令和２年度に学校内ネット
ワーク環境の強化、令和３年
３月に一人１台のタブレット
端末の整備が完了し、４月か
ら授業等での端末の活用を始
めています。端末を持ち帰っ
てのオンライン授業は、茨城
県非常事態宣言の延長に伴う
学校の臨時休業により計画を
前倒しし、Wi-Fi ルーターの
貸し出しなど各家庭の通信環
境を整備した上で中学校から
スタートしました。小学校で
も９月１５日よりオンライン
による学習を始めたところで
す。家庭での端末の活用につ

いては、学ぶ機会の保障と児
童・生徒の心のケアの両方か
ら進めていく必要があると考
えています。

問　町の中期財政見通しにお
いて町民の高齢化の影響と対
応をどのように考えているか
総務課長 　後期高齢者の割合
は令和２２年には全体の約３
割を占める見込みです。高齢
化の進展は、歳入では総人口
の減少に伴う町民税の減収、
歳出では医療費の増大に伴う
扶助費や介護保険事業特別会
計への繰出金等の増など、財
政への影響が想定されるとこ
ろです。今後とも行財政改革
の推進と受益者負担のあり方
の検討を含め、必要な財源確
保に努めていきます。
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